別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費
	事業名: 　 排水基準等監視調査事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　環境生活部　環境管理課　水環境係　電話番号：058-272-1111（内2833）

　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,974千円（前年度予算額：2,713千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）公害発生源立入指導

県民の健康と生活環境の保全を図るため、水質汚濁防止法及び岐阜県公害防止条例に基づき公害発生源の立入検査及び指導を実施する。
平成23年度の水質汚濁防止法の改正に伴い、排出水の測定及び測定記録の保存が義務づけられたこと、また、平成24年度には、地下水汚染の未然防止のため、有害物質使用特定施設及び有害物質貯蔵指定施設を設置する事業場に対して、構造基準の遵守及び点検が義務化されたことから、事業者に対して指導・周知の徹底が必要となった。
　　　・工場・事業場への立入調査及び管理指導

　　　・工場・事業場の排水検査
　　　・第７次水質総量削減計画の周知及び実施
　（２）発生負荷量管理等調査

伊勢湾の水質改善を流域県と協力して推進するため、総量削減計画の推進状況を調査する。

　　　・水質汚濁物質発生負荷量に関する調査

	２　所要経費


（１）公害発生源立入指導　　1,726千円
（２）発生負荷量管理等調査　　248千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,713
	0
	0
	0
	0
	0
	4
	0
	2,709

	要求額
	1,974
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,974

	２月1日時点
査定額
	1,974
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,974

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民の健康と生活環境の保全を図るため、水質汚濁防止法及び岐阜県公害防止条例に基づき公害発生源の立入検査及び指導を実施し、公害の未然防止に努める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	類型指定された河川69水域における環境基準（BOD）の達成率
	－

	100％
（H21）
	100％
（H22）
	100％
（H23暫定）
	100％

	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）公害発生源立入指導

　　・立入検査：実施機関：各現地機関(振興局及び事務所)

　　　分　　析：民間委託(ｐＨ、ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ等一部保健所)

　　　立入目標事業場数:1,064　　※平成２３年度立入実績:870事業所
　　　検査内容：①排水基準等の遵守状況の検査・指導
                  排水測定の項目・頻度の遵守徹底
　　　　　　　　②排水処理施設の維持管理状況等の確認
　　　　　　　　③有害物質使用事業場及び有害物質貯蔵指定事業場の重点監視
　　・第７次水質総量削減計画の実施

（２）発生負荷量管理等調査

　　・水質汚濁物質発生負荷量把握調査(毎年度)

　　　　約1,000件の工場・事業場に対し排水量、ＣＯＤ、窒素含有量、りん含有量
　　　の排出量等を調査(点源調査)

　　　　日排水量50ｍ3未満の工場・事業場数等、人口・家畜頭数等を調査(面源調査)


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
工場・事業場に対して、立入検査を実施し適切に指導することにより、河川水質の向上、公害発生の未然防止を図った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　工場・事業場に対して、立入検査を実施し適切に指導することにより、公害発生の未然防止を図ることを目的としており、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　県内の河川環境は良好に維持されており、工場・事業場にする立入検査指導の効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　年度当初に振興局を対象とした公害法令、立入検査等の研修を行い、工場・事業場に効果的な指導が行えるよう体制を整えている。
　水質汚濁物質発生負荷量把握調査の実施について、県庁発送に集約し、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成24年度の水質汚濁防止法改正により、地下水汚染の未然防止のため、有害物質使用特定施設及び有害物質貯蔵指定施設を設置する事業場に対して、構造基準の遵守及び点検が規定された。構造基準の適用については、平成27年度まで猶予されていることから、構造基準を満たすために施設改修が必要な事業者に対して指導していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　公害発生の未然防止を図るため、工場・事業場における排水基準及び総量規制の遵守を引き続き指導していく。


